
第２回 

流通・取引慣行と競争政策の 

在り方に関する研究会 

平成２８年３月１１日 



午後１時００分 開会 

○土井座長 座長の土井でございます。 

 定刻となりましたので，これより第２回流通・取引慣行と競争政策の在り方に関する研究会

を開催させていただきたいと思います。 

 会員の皆様方には，御多忙のところお集まりいただきましてどうもありがとうございます。 

本日，三村会員におかれましては，所用のために欠席となっております。 

 また本日，御承知のとおり東日本大震災から５年目に当たります。つきましては震災が発生

した午後２時46分に黙禱を捧げたいと思いますので会員並びに傍聴者の皆様におかれまして

は，御協力の程よろしくお願いいたします。 

 それでは，本日の議事に入りたいと思います。 

 本日は，前回に引き続きましていわゆるセーフ・ハーバーに関する基準等を議論したいと思

います。 

 まず資料１と資料２について事務局の方から説明をお願いしたいと思いますので，よろしく

お願いいたします。 

○石谷官房参事官 はい。分かりました。 

 まずお手元に配布しております資料について確認させていただきます。配布資料１から３ま

で用意しております。お手元に資料がないという方がいらっしゃいましたら挙手をお願いした

いと思います。よろしいでしょうか。 

 それではまず，お手元の配布資料１を御覧ください。配布資料１は，本日の議論の参考とし

ていただくため，前回の会合における主な御意見を踏まえて，いわゆるセーフ・ハーバーの見

直しに関する主な論点について整理したものです。 

 まず１番目として，見直しの範囲をどうするかという論点があります。いわゆるセーフ・ハ

ーバーにつきましては，流通・取引慣行ガイドラインの第２部のみならず第１部にもございま

す。第２部は流通取引に関する独占禁止法上の考え方を示したもの，第１部は生産財・資本財

を念頭に置いて，事業者間取引の継続性・排他性に関する独占禁止法上の考え方を示したもの

です。そして今回の見直しの範囲として第２部のみならず第１部，いずれも見直しの対象に含

めるのかどうかという論点があります。また，第３部は総代理店に関する独占禁止法上の考え

方を示したものでございますが，第３部の独占禁止法上問題とならない場合，こちらについて

も見直すべきかどうかという論点があります。 

 ２番目として，セーフ・ハーバーの水準をどうするかという論点があります。具体的には，
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セーフ・ハーバーの水準の引上げについてどのように考えるのか，また，セーフ・ハーバーの

見直しを検討するに当たってどのような点を考慮すべきと考えるかという論点があります。考

慮すべき点としては，例えば過去の審判決例，公取委のほかのガイドライン等々が挙げられま

す。それから順位基準についてどのように考えるのかという論点があります。 

 ３番目として，セーフ・ハーバーの対象行為類型をどうするのかという論点があります。現

行の流通・取引慣行ガイドライン第２部では，非価格制限のうち流通業者の競争品の取扱いに

関する制限及び厳格な地域制限のみが，セーフ・ハーバーの適用対象となっております。他方，

例えば地域外顧客への販売制限，帳合取引の義務付け，仲間取引の禁止などは，セーフ・ハー

バーの適用対象外となっております。これについてどのように考えるのかという論点がありま

す。 

 ４番目として，市場の考え方に関する記載をどうするかという論点があります。現行の流

通・取引慣行ガイドラインでは，市場を「制限の対象となる商品と機能・効用が同様であり，

地理的条件，取引先との関係等から相互に競争関係にある商品の市場」と定義しておりますが，

これについてどのように考えるのかという論点があります。例えば企業結合ガイドラインでは，

いわゆるＳＳＮＩＰテストと呼ばれている考え方を採用している状況にあります。 

 以上でございます。 

 次に，配布資料２ですが，こちらも本日の議論の参考としていただくため，前回の会合にお

ける主な御意見について記載したものです。なお，配布資料２には主な御意見のみを記載して

おりまして，配布資料２に記載があるか否かは特に意味があるわけではございませんので，引

き続き自由に御議論いただければと思います。また，１点補足でございますが，１ページ目の

上から三つ目の丸につきまして，事前にお送りしたものから若干修正がございますので，修正

箇所につきましては席上配布資料を御覧ください。 

 以上でございます。 

○土井座長 本日は，中尾会員の方から配布資料３のとおりの資料が提出されておりますので，

引き続き中尾会員から資料の説明を，大体５分ぐらいでよろしくお願いいたします。 

○中尾会員 前回に引き続きまして資料を提出させていただいております。 

 配布資料３を御覧いただければと思いますが，セーフ・ハーバーの見直しと論点整理と意見

などということで，こちら特にクレジットを入れてございませんが，ＪＥＩＴＡのタスクフォ

ースとして検討いたしましたので，家電業界としての意見ということで，お聞き願えればと存

じます。よろしくお願いいたします。 
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 まずセーフ・ハーバーの対象の行為についてということで，前回の家電業界の提言書の中で

も触れておりますけれども，非価格制限行為に関しましては，少なくとも競争制限的な効果だ

けしかないよというものではなくて，必ず競争促進的な効果があるということを踏まえて，販

売先の制限，販売方法の制限を含めた全ての非価格制限行為に，セーフ・ハーバーが適用され

るべきと考えております。 

 確認的に記載しておりますが，その際に現行のガイドラインで違法ではないと明記されてい

る責任地域制や販売拠点制，あといわゆる選択的流通などについては，シェアに関係なく引き

続き独占禁止法上問題ないということが，維持されるべきではないかと考えております。 

 次に，セーフ・ハーバーのシェアの基準ですが，家電業界としてはＥＵのガイドラインと同

じ水準，30％にすべきと考えておりまして，過去に出されている，今日も準備いただいてい

ますが，ほかのガイドラインに合わせて20％にする考え方もございますが，事業者の活動と

いうのはグローバルに広がっているということを踏まえると，ヨーロッパの基準に合わせるの

が妥当ではないかと考えてございます。加えて２ページ目以降に，調べられる限りの家電品の

シェアの状況を載せておりますが，20％から30％というシェアを持っている企業もそれなり

におりますので，そういう観点からもシェアを30％にするというのは，一つ合理的ではない

かと考えております。 

 一方で，20から30というのは非常にグレーなゾーンということもあるということを考えま

すと，30％という基準を引きながらただし書において，30％以下でも価格維持効果や市場閉

鎖効果がある場合に関しては，独禁法上問題になり得るというようなものを記載すればよいの

ではないかと考えてございます。 

 前回の議論の中で累積的効果ということの御指摘がございましたが，ヨーロッパのガイドラ

インのように累積的効果の基準を，明確に日本のガイドラインに持ってくるというのは，なじ

まないのではないかと考えています。このシェアの算出というところにもよるんですけれども，

他社のシェアを自社がつかむというのは，なかなか商用のデータはあるにせよ正確につかむの

は難しいということも考えると，累積的効果という形で明示するのではなくて，競争制限効果

が大きいような場合には当然問題になり得ますよということを，確認的に書くことで足りるの

ではないか考えています。 

 順位基準に関しましては，前回の議論の中でも，シェアが取りにくいので順位という考え方

はあってもいいのではないかという御意見がございましたけれども，他社のシェアを知らない

と順位は当然分からないはずですので，基本的にはシェアだけ残すということにして順位は不
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問とした方が，事業者にとっては使いやすい制度になるのではないかと考えてございます。 

 最後に，市場画定の仕方に関してですが，具体的に記載すればするほど市場が狭くなってい

くなどの弊害も考えられますので，問題がある場合には個別具体的に対応すべきであることを

踏まえると，現行の考え方，記載のままでよろしいのではないかと考えております。 

 以上です。 

○土井座長 どうもありがとうございました。 

 ただいまの中尾会員からの説明について，事実確認等について確認することがありましたら

御質問をお願いしたいと思いますが，意見については後で，今は事実確認，テクニカルな質問

だけにさせていただきます。 

○川濱会員 １点確認したいんですけれども，非価格制限に関して必ず競争促進的な効果があ

ることを踏まえてと言うけれども，このような認識が一般にあるんですか。私はそのような認

識は，例えば最高裁判例を見ても事業での合理性といっても，効率性促進的効果がある場合と

そうでない場合に分かれていたと考えられるし，ある意味では法令関係のテキストを見ても，

少なくとも競争中立的な，事業での合理性があったとしても競争政策的には中立的な観点もあ

るかというのが，これが一般的認識と思っていたんですけれども，必ずしもそういうわけでは

ないということですか。 

○中尾会員 ちょっと筆が走っているところもあるんですけれども，我々家電業界の認識とし

ては価格に関係しない制限というのは，流通業者さんとの間で協力して行われることが前提と

なっており，競争促進的な面もあるんじゃないかなというふうに考えております。 

○川濱会員 競争的なときにはこういう場合があることが多いというんだったら全く異論はな

いんですけれども，必ずと言われてしまうと設計思想の中にかなり大きく普通にあるんだった

ら，かなり振り子を，要するにセーフ・ハーバーを高める方向に動くけれども，場合によって

識別可能なんだったら，それに応じて判断するということなんだろうなと。 

○中尾会員 その御指摘には全く異存はございません。 

○川濱会員 分かりました。 

○丸山（雅）会員 今の文章に関係する「少なくとも」という意味はどういうことなんですか。 

○中尾会員 競争制限的な効果ばかりの行為というのはないんじゃないかなということで…。 

○丸山（雅）会員 「必ず」という表現に関連して，競争制限的な効果だけではなくて競争促

進的な効果もあるという書き方だったらいいと思うんですけれども，必ずというふうにおっし

ゃったときに，その両方を含む場合もあるし，含まない場合もあり得るので，この「少なくと
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も」とか「必ず」という用語は適切ではないと思います。 

○中尾会員 御指摘のとおりだと思います。 

○武田会員 事実の確認ということで確認させていただきたいんですけれども，ここではＥＵ

のガイドラインと同じ水準30％とある。このＥＵガイドラインというのは，ガイドライン自

身が明示引用されていますけれども，一括適用除外という意味でよろしいですね。 

○中尾会員 はい。 

○武田会員 それで一括適用除外というのは，市場支配力を前提とした適用除外の規定である

ということも確認したいと。 

○中尾会員 はい。 

○川濱会員 それからもう一点確認させてください。累積的効果の部分に関してですが，共同

性があるという事実認識なのでしょうか。寡聞にして累積的効果のある事例を共同性だけで説

明している法域というのを知らないのですが。こういった考え方というのは一般的なのでしょ

うか。アメリカの下級審でそれを示唆したような判決が全くないわけじゃないけれども，しか

し，逸脱的な判例と考えられているようです。どうもこれも初めて見る考え方なんですけれど

も。 

○中尾会員 事業者としては，急にある日突然，自分たちのやってきたマーケティングの取組

が否定されるというのは，非常に予見可能性という点では，著しく問題になるというふうに捉

えているというふうに御理解いただければと思うんですけれども。 

○川濱会員 私がお聞きしたいのは，事実認識として，累積的効果の場合というのは共同性が

あれば足りると，処理すれば足りるというような書き方になっているのか，意見としてそうし

ておられるのかという点です。このような認識が一般的なのでしょうか。 

○中尾会員 一般的かどうかは分かりませんけれども。 

○川濱会員 並行実施があった場合，寡占協調的な場合だったら全て共同性があるという，ア

メリカだったらポズナー辺りが言いそうな極端な見解を採るなら，そのような認識でもいいの

かもしれないでしょうが，そのような立場はそれ自体として逆にとんでもないことになるのか

なという気もしたんで，その確認をさせていただきたいのです。 

○中尾会員 これが一般的な考え方というよりは，事業者としてはそのように受け取ることも

あるので明確にしていただければというふうに，受け取っていただければと思います。 

○土井座長 ほかございませんでしょうか。 

 それでは，特になければ，これからただいまの説明を踏まえまして各論点について皆さんの
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御意見をいただきたいと思います。まず御意見のある方は御発言をお願いしたいと思います。

いかがでしょうか。 

○丸山（雅）会員 順番にですか。 

○土井座長 順番というのは，この順番という意味ですか。 

○丸山（雅）会員 はい。 

○土井座長 それではこれの順番にいきましょうか。いわゆる「主な論点」という配布資料１

の順番に押さえていった方がいいかもしれませんので。それでは「見直しの範囲」というとこ

ろで書いていただいておりますけれども，ここについていかがでしょうか。 

○川濱会員 これは我々が議論するというか，公取委の心積もりがどういうことなのかという

ことになってくるのだろうと思います。全体の見直しという形になっていくと，最終的にはこ

こに書いてあったように，トータルのものをみるべきだということになるんだろうと思うんで

すけれども，セーフ・ハーバーは３月中に決定されることなので，我々は１年近く掛けて全体

の見直しをするわけですが，まだ議論していない行為類型について新たにセーフ・ハーバーを

設計するというのは難しいと思います。最終的には多くの行為類型についてそれぞれにふさわ

しいセーフ・ハーバーを精緻に作っていくこともあろうかと思いますが，現段階で全ての行為

類型に関してそのような結論を出す準備はないように思います。それぞれの行為がどのような

メカニズムで悪影響が出るかということの認識無しには，セーフ・ハーバーの基準というのは

作れないからです。現行のセーフ・ハーバーの微調整という点が必要だとするんだったら，そ

こに思考を限定する方が賢明かもしれません。今あるセーフ・ハーバーの範囲を若干広げるの

か，あるいは現行の対象となった行為に関するセーフ・ハーバー，10％で本当にいいのかと

いう，そういった形での整理になってくるんだろうと思うんですけれども，そこら辺が私もこ

の１番の見直しを見たら，これ全体を見直すのは大変で，本当はやらなきゃいけないことだけ

れども，何をやるのかなというのは気になっていたんですけれども，いかがなんでしょうか。 

○石谷官房参事官 まず第２部の話をしますと，現在，市場閉鎖のおそれの観点に着目した行

為類型と，価格維持のおそれの観点に着目した行為類型の二つの行為類型がありまして，一応

の目安として市場シェア10％未満かつ４位以下というのが，いわゆるセーフ・ハーバーとし

て書いてあります。同様に第１部につきましては，市場閉鎖の観点で第２部と同じ水準のセー

フ・ハーバーが現在設定されております。そうしますと第２部の水準を今回見直した場合に，

第１部の基準と第２部の基準を同じにするのか，別々にするのかという問題があるため，論点

の一つとして書いているものでございます。 
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○原取引部長 それにつきましては，例えば競争品の取扱い制限とか，同じ垂直的な非価格制

限について，第１部と第２部で重なっている部分がございます。このガイドラインでは第１部

と第２部につきましては考え方は同じであるという整理をしておりますので，第２部について

水準を引き上げるとすれば，基本的に第２部での議論が第１部の議論にも当てはまります。同

じ不公正な取引方法で，公正競争阻害性という構成要件も同じであるので，セーフ・ハーバー

も同じにすべきではないかという考え方がある一方で，逆に，セーフ・ハーバーは別々でもい

いのではないかという考え方もございます。 

 それから第３部については，現在，第１部，第２部と微妙にセーフ・ハーバーが異なってお

ります。これは第３部については，競争者間の総代理店契約という，第１部，第２部とは異な

る観点からセーフ・ハーバーが設定されておりますので，私どもとしては第３部は取りあえず

切り離すということを考えております。私どもとしては，仮に，第２部のセーフ・ハーバーを

変更するということであれば，第１部も含めて同じ水準にするということで問題ないのかどう

なのかというところを，御意見をいただければという趣旨で論点に挙げさせていただきました。 

○川濱会員 第１部でいうと，基本的にはセーフ・ハーバーがあるのは競争品の取扱い制限だ

から，排他条件付取引と実質的に同内容のものですね。全ての行為類型というときに第１部の

方に波及させてしまうとちょっと大きなことになるけれども，第２部の従来のセーフ・ハーバ

ーの変更について，第１部と連動する類型についてはそれが目に見えた形で行うという，そう

いう観点だということですね。 

○原取引部長 はい。 

○渡邉会員 日弁連で持ち帰っていろいろ議論をしました。今の川濱先生のお話とも関係ある

と思いますが，実際に３月一杯で結論を出すスケジュールであることからなかなか難しいのか

もしれませんが，全体的にいって価格維持効果と市場閉鎖効果でセーフ・ハーバーが同じでい

いのかどうか，ブランド内とブランド間でセーフ・ハーバーが同じでいいのかどうかという議

論を，やる時間はないと思いますが，そこを本当に飛ばしてよいのかという議論は出ました。 

○丸山（雅）会員 合理の原則の下でプラス・マイナスの両効果を考慮に入れて判断するとい

う対象範囲があるわけですが，セーフ・ハーバーというのはその対象について，そうした判断

をせずにオーケーにしてしまうということです。だからいろいろな行為ごとに判断の違いが出

てくると思うんですけれども，セーフ・ハーバーはそういうものじゃなくて，競争減殺の効果

は軽微である，つまり有力な事業者ではないという認定を統一的な形で行うという基準じゃな

いかと思います。武田先生がおっしゃったデミニマスというんですか，そっちの方に近いよう
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な考え方です。部長の方も前回累積的効果を考えない形でガイドラインは作成されているとい

うお話でしたので，セーフ・ハーバーの問題について累積的効果を考えるのは一括適用除外の

方ですよね。だからそっちの方ではない形でもって判断し，統一性を持たせた方がいいように

思います。さらに，垂直的な関係のうち流通・取引慣行ガイドラインの第２部は消費財，第１

部は生産財とか資本財という違いがあるわけですから，当然状況は違っています。今回，消費

財の流通分野についての資料を事務局から提供していただいて，メーカーによる流通支配の状

況が変化してきているというお話の中から，そうした流通環境の変化に合わせて，セーフ・ハ

ーバーの水準を引き上げてもいいんじゃないかという議論が出てきていたと思うんです。それ

は第２部に関わる議論であり，第１部の生産財の部分についての議論ではありません。 

 そうすると第２部に関わる議論の背景を念頭に置いて，第２部のセーフ・ハーバーの水準を

引き上げたから第１部についても一緒に引き上げましょうというのは，おかしいと思われるか

もしれません。けれども，そうではなくて，今回，垂直的制限に関する諸外国の事例とか，独

禁法の在り方に対する議論の流れを踏まえて，ガイドラインの作成時点で考えられてきたよう

にどちらかというと有力業者をかなり広く捉えるのではなくて，もう少し狭く捉えるという方

向での見直しだとしたら，生産財か消費財かということには無関係に一律で考えておいた方が，

整理しやすいように思うんです。 

○川濱会員 １点確認的に，デミニマス的にもＥＵの場合は実は累積的効果をみているんです。

累積的効果がデミニマスの場合であっても15％が原則だけれども，累積的効果があった場合

にはそれが５％に下がっていく。だからおよそ因果的寄与をみるためには，５％未満だったら

因果的な寄与もないけれども，累積的効果のときに15％に達しなくても因果的寄与があるな

ら規制対象となる。ただ，累積的効果がないときには15％程度だったら，およそ悪影響をも

たらすような因果的な効果はなさそうだということで一律，垂直の場合には全部切るという形

になっている。 

○渡邉会員 ただ，この間，原取引部長から言われたように今度のセーフ・ハーバーというの

は，デミニマスというよりもむしろ，競争制限と競争促進を勘案した上でのセーフ・ハーバー

を考えているのであれば，どちらかというとＥＵの30％の考え方に近いということですね。 

○原取引部長 前回の研究会で，ＥＵの一括適用免除規則の30％という基準を強調した資料

を整理をさせていただいたのは，渡邉会員から御指摘のあった問題意識に基づくものです。 

○丸山（雅）会員 繰り返しになりますが，留保条件として，30％未満であったとしてもそ

れが並行的になされた場合に市場に対する閉鎖効果が高い場合には，適用除外にしないという
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ことになっているわけです。だから今回のセーフ・ハーバーの見直しにおいて，累積的効果を

踏まえて判断しないという立場ならば，ＥＵの一括適用免除規則の30％という数値だけを引

き合いに出して同じような考え方を適用するということには懸念があります。 

○川濱会員 作文の仕方にもよると思うんです。流通・取引慣行ガイドラインのセーフ・ハー

バーの書き方はちょっと異色の書き方になっていて，有力な事業者がかかることをやって価格

維持効果がある場合，有力な事業者がかかることをやって市場閉鎖効果と一般に呼ばれるもの

がある場合という形になっていて，有力な事業者であることが規制のための前提条件という形

になっている。必要条件という印象を与える形で書かれています。その上で，有力な事業者と

は何ぞやとなると，シェア10％とそれから順位３位以内という形の事業者という形になって

いるわけです。これもよく読むと原則としてという言葉は入っているんだけれども，そういう

形でどちらかというとカテゴリカルな要件として切ってしまうという形で，これは本格的な本

来的なセーフ・ハーバーになっています。前回御指摘があった知財ガイドラインなんかの場合

は，この水準だったら一般には軽微と考えられるでしょうという形での書き方であって，これ

は逆にいうとそうでない場合もあり得るという主張が可能なものです。だから例えば30％で

あるならば原則として市場に与える効果は小さいはずだという形で書いた上で，ただし，そう

でない場合もあり得るという形での作文というのは，これは不可能ではないと思います。 

 累積的効果というのは逆にいうとセーフ・ハーバーであるものを覆すものなんだから，逆に

いうと30％で，ほかの行為がなければ30％で一応悪影響がないと考えられる場合であっても，

例えば競争者が同じ慣行を行っていることにより価格維持効果がある場合，あるいはこのよう

な行為と並行した効果をとっている結果，市場排他効果があるような場合を除くというような

形の作文をするのだったら，話が変わってきます。その場合だったらＥＵ型の一括適用除外型

の方の書き方になっていくことになりそうです。セーフ・ハーバーをどう作るかによっても，

丸山先生がおっしゃった立場と渡邉さんがおっしゃった立場との切り分けになってくると思う

んです。設計思想として今のかなり厳格なセーフ・ハーバーの書き方を維持するのかそうでな

いのかということも，関連するんじゃないかなという印象です。 

○滝澤会員 追加的に申し上げますが，川濱先生も前回御説明になっていたと記憶しています

けれども，ＥＵガイドラインの30％というセーフ・ハーバーは，３０％をどこでみるかにつ

いて，売り手と買い手の両方を対象とするなど，やや複雑です。一方，日本の場合，単純に行

為者が分かりやすいように目安としてセーフ・ハーバーが設けられています。ですから，丸山

先生もおっしゃるように，ＥＵと同じ水準に引上げたらいいとは簡単にはいえないように思い
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ます。 

 それから，渡邉先生が指摘された点は，非常に重要な御指摘だと思うのですけれども，渡邉

先生御自身もおっしゃっていましたように大きい問題になってまいりますので，全体見直しの

中でその辺も詳しく議論できれば，より生産的だという気がいたしました。 

○渡邉会員 今からは無理だろうと思います。 

○丸山（正）会員 30％という数字でいうと，先ほどの配布資料３の中に出ている各社の数

字を見ますと，かなり高い水準だという印象があるんです。10％だと影響の少ない企業が多

いし，30％というとかなり影響が大きそうな印象があります。 

 もう一点私が気になったのは，商品分野ごとにいろいろな基準があり得るんじゃないかとい

うことでして，例えばここに載っている中でも，掃除機のようなどちらかというと市場が成熟

化していて，むしろシェアの低い企業がだんだん離脱していくようなそういう縮小状態にある

商品分野のシェアの位置付けと，この中には余り成長産業というほどのものはないかもしれま

せんけれども，デジタル商材のように，白物家電と比べればまだ成長余力のあるような部分で

のシェアというのは，大分意味が違うような気がして，そうしますとセーフ・ハーバーという

のはどうしても比較的抑えめな数字でみざるを得ないので，10％か30％かというのはかなり

極論かもしれませんけれども，大きな数字を前提にセーフ・ハーバーを設定するというのは，

少し危険性があるのではないかなという印象を持ちました。 

○土井座長 どうでしょうか。 

○川濱会員 確かに家電業界をみると昔とは違うというのはよく分かります。しかし，これは

家電業界だけのガイドラインではないということから考えたら，従来型の悪影響が出るような

タイプの慣行が成立する事案というのも全く無くなったわけではないような気がします。事前

相談の事件をみていると，まだ割とそれなりのシェアで悪影響が直感的に出そうな感じがある

ような事案もあります。また，取引妨害で対処されることが多いけれども，垂直的制限で今で

も規制例は幾つかあるわけなんで，それらは今というか，お２人丸山先生がおられるんで申し

訳ございません。今，丸山先生がおっしゃったように，この市場のどの商品かによって話が変

わってくるところがあるんで，それを抜きに一律セーフにするというのは，かなり高い水準に

してしまうとかなり問題を含んでしまうようなそんな感じは，否めないなという気がいたしま

す。 

○土井座長 今，論点１と２はもう一緒に議論されていますね。 

○武田会員 論点２が片付いてから論点１の問題になるのかなと思うところもありますので，
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シェアの高さの話をさせていただきます。企業結合のガイドラインがありますけれども，それ

は合併とか株式取得を対象としますが，垂直型企業結合で25％という数字が出ていまず。企

業結合よりは緩い結合だから，30％でもいいじゃないかという話があるかもしれませんけれ

ども，私の個人的な意見としては，企業結合で25％というのがあって，それよりも30％とい

うのは何かちょっと違和感を感じる。また，特に企業結合の場合は，一定の取引分野における

競争の実質的制限ということで，市場支配力，マーケットパワーを基準としていますから，だ

から30％でもいいじゃないかという話もあるかもしれませんけれども，やはり何かちょっと

私は違和感を感じます。 

○中村会員 論点２もいいということですので，順位基準と市場の関係のところについて一言

申し上げますけれども，中尾委員の資料の中で丸の下から２番目，１ページの下から２番目の

ところで，他社の正確なシェアを把握することが困難な観点から，予見可能性を高めるには不

問とすることが望ましいというようなことがございまして，先ほどの御説明の中でも，シェア

が分からないんであれば順位も分からないんではないかというようなお話があったかと思うん

ですけれども，例えば我々小売というような場合で申し上げますと，そもそも市場をどう取る

かというのが難しいところがありまして，実際に全体の市場の例えば売上高が幾らで，その中

での例えば私どものシェアというのが，概算というか想像の世界でのシェアにしかならないと

いうようなことがございますので，そういう意味からすると順位基準というのはあってもいい

のかなと，それは多分メーカーさんの場合でもある程度寡占に差し掛かったというような市場，

明確な市場であれば，確かにシェアというものは簡単に算定できるというものかもしれません

けれども，市場によっては，市場規模の全体というものの中で占める自分のシェアというもの

が正確に計れないけれども，何位だということは明確に分かるということはあるのかなという

ふうに考えました。 

○渡邉会員 私もずっと実務をやっていますが，大体企業の方は自分のポジションとかシェア

は分かりますよね。精密な市場画定は恐らくＥＵもやっていないと思うんですけれども，この

市場で自分はどのぐらいのシェアを持っているというのは，皆さん大体つかんでいると思うん

です。 

○中尾会員 正確な情報かどうかというのは必ずしも分からないですよね。 

○渡邉会員 それほど正確な市場画定を皆さんやっておられないと思います。 

○中尾会員 事業を進めるに当たってはそうかもしれませんが。 

○丸山（雅）会員 皆さんというのは。 

－11－ 



○渡邉会員 皆さんというのは企業の方です。 

○丸山（雅）会員 企業ですか。公取委という意味ではないですね。 

○渡邉会員 公取委は全体の数字を持っているから大丈夫でしょうけれども，企業の場合は，

各競争事業者の売上げが幾らかという正確な数字は分からないですから，公表されていない限

りは。しかし，大体こんなものだろうという推定では皆さん持っておられると思うんです。 

○中尾会員 情報としてはあるとは思うんですけれども，それが本当に市場での競争を分析す

るのに使っているかというと必ずしもそうではなくて，マーケティングの手法を検討するとき

に使うという程度であれば，その程度の情報でもいいのかもしれませんけれども，市場での競

争というのを分析するときにそういう商用のデータを使うということが，果たしていいのかど

うかというのもあるのかなというのを考えると，他社のシェアというのを正確につかんでいな

い，自社のシェアも突き詰めたら正確には把握できないということになるのかもしれません。 

○土井座長 幾つかの追加的なファクターを考慮しないといけないということで，その場合に

例えばプライオリティーの問題も含めて，どのファクターだけをセーフ・ハーバーに入れるの

かどうかも含めて議論をお願いいたします。 

○丸山（雅）会員 よろしいですか。 

 結局，論点２のポイントに移っていくと思うんですけれども，論点２が決まって論点１とか

をどうするかという話になってくると思うんです。産業経済学の分野では，競争政策とイノベ

ーションに関する政策の両方が重要視されているわけです。つまりスタティックな効率性の議

論だけじゃなくて，ダイナミックな形のイノベーションを引き起こしていくような産業構造も

確保しないといけないと。だからイノベーションに関わるような知的財産やパテントに関する

セーフ・ハーバーの基準と，流通・取引慣行に関する競争政策のセーフ・ハーバーの基準は，

同じような形でバランスをとっていくということも必要で，そこにアンバランスがあるという

のはよくないと思います。 

 だから前回の配布資料で第２部は，基本的には独禁法第19条の不公正な取引方法に関する

規制に関するガイドラインであるという話でしたから，そういう項目に相当するものとして前

回資料の７の２と４というのは，独禁法第19条に関係する，先ほど申しましたような知財ガ

イドラインとパテントプールのガイドラインです。そこにおける基準はシェア20％という形

で設定されていますので，これにそろえるような形で私自身はセーフ・ハーバーの水準として，

市場シェア20％未満又は，「かつ」じゃなくて，売上高の順位が上位５位以下というような

ものを考えているんです。 

－12－ 



 この基準というのは，さっき申しましたような，公正取引委員会が所管している他の関連す

るガイドラインのセーフ・ハーバーの水準と照らし合わせて整合性を持たせるという意味があ

ります。さらに前回の配布資料５の審判決例を見てみましたら，資料５というのは，シェアと

違反事件についての表になっているんですけれども，20％までのところを考えたら一番右端

の列の再販売価格の拘束を除けば，結局三つぐらいしか対象事例がないんです。ところが，

30％まで来ると違反事件がちらほらと見受けられるという点から考えても，そうした水準に

までセーフ・ハーバーの対象範囲に含めて不問に付すというのは，これはちょっとおかしいん

じゃないかと。したがって，違反事件の事例を見ることと，それから他のガイドラインとの整

合性ということを考えていくと20％という基準が適切じゃないかと思います。ただし，シェ

ア20％という基準だけですと，中尾会員もおっしゃるように，シェアをきちっと取ろうとす

るのはなかなか難しくなるので，シェア20％に相当する順位基準でみたらどうなのかという

と，５位以下というのは20％以上にはならないんです。だから20％未満又は売上高の順位が

５位以下という基準を考えることもできると思うんです。 

○渡邉会員 知財ガイドラインは19条を対象としているところから同じく20％というのは問

題があると思います。私は知財ガイドラインの解説のどこかで，なぜ他の四つの技術があれば

いいとしたかというと，財自体が非常に世界的にいつでも行き来ができて，要するに余り参入

障壁がなくて比較的フリーな財だからそのぐらいでいいだろうという解説があったという記憶

があり，そうだとすると余り一緒にするのはよくないんじゃないかと思います。これは日弁連

の意見ではなくて私自身の個人的な意見なんです。 

○川濱会員 私もその補足で，知財ガイドラインの場合には20％になっているんですけれど

も，これはこのうちいわゆるブランド内における競争回避型の行為というのは除かれているん

です。価格，それからライセンシーが顧客を分割したり地域を分割したりするような行為は除

いているわけで，端的ないわゆる排除型の行為を念頭に作られているわけでして，流取ガイド

ラインのときには排除型の方も10％にしているんですけれども，これを20％にするのはある

意味では合理性があって，これは今，渡邉さんがおっしゃったとおり，競争の形態から考えて

いくと並行実施して他社を押しのけるというよりかは，比較的参入ルートを拘束するというか

顧客を比較的乗り換えやすいという環境があるから，20％程度のものがないと原因の寄与力

がないという形で作られているところがあって，他方，これは排除型の場合だったらひょっと

したら需要が低過ぎるのかも分からないところはあるんですけれども，ブランド内制限の場合

だったら，ブランド内制限が有効な場合というのは，差別化の程度が大きい等の理由により，
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他のブランドからの競争圧力が低いということが大前提になっているわけですから，その場合

には市場画定自身が非常に微妙な問題になってくるところがあって，我が国の事前相談で

20％程度で問題がありそうだとされた例というのは，ブランド内制限の事例で，かつ差別化

の程度が著しくて他のブランドからの競争圧力が極めて乏しい状況下で，価格競争そのものを

制限するわけではないけれども，実質的に価格競争を行い難くするような制限を加えたような

場合に問題ありというような判断をしています。そのような類型に関しては知財ガイドライン

も元々20％の射程外にするということがありまして，これは最初に渡邉さんがおっしゃった

とおり，競争回避の結果，価格維持効果を持つようなタイプの行為と，それから排除型の行為，

排除型の行為に関して20％というのは，これは丸山先生が今おっしゃいましたとおり，イノ

ベーションの観点から考えていくと最低限度４社，活発に頑張ってくれればいいという基本的

な設計思想があって，その点で先生がおっしゃったとおり５位以下の分は不問に付すというの

は，正にイノベーションの競争をやっていく自分たちの能力を試みようというものは，累積的

効果によってボトルネックになるものが抑えられるようなことがない限りは，20％程度のも

のが４社程度いたら，それなりに頑張るんだろうということで作られているのは分かるんです

けれども，流通・取引慣行ガイドラインの場合には，むしろ流通経路がある種のボトルネック

になっているような環境にあるような産業であるならば，今でもある程度，むしろ例えば有力

な流通業者たちがイノベーティブな流通業者を排除するような行為なんていうのは，アメリカ

のトイザらス事件のようにあり得ないわけじゃないと，そんなときにはひょっとしたらそれが

並行実施するならば，20％程度の部分に足らなくても因果的な寄与をする場合というのはあ

り得るかも分からんなという懸念はあるので，ただ，もちろんちょっと込み入ったことを言い

ますけれども，排他型の行為の場合であったら特段の事情がない限りは，要するに特段の事情

というのは，他の事業者が同じような行為をやっていて，同じような行為をやっているから直

ちにアウトなわけじゃなくて，同じような行為をやっている結果として競争者の市場閉鎖の結

果，事業活動が困難，支障を来すような事業をされている場合は除くというような程度の，書

き方があったりというのはあるような気がするんですけれども，これを全ての類型に当てはめ

た方がいいかはちょっと躊躇というか，まだ正直言って他の排他条件型のやつ以外に関しては

知見を持ち合わせていないもので，少しほかのことを言うところでございます。 

○土井座長 確かに丸山さんが言われたように，イノベーションとスタティックな効率を考慮

しないといけないことを踏まえた上で，それら二つの考慮において同一のシェア基準でいいの

かどうかという問題と，シェア20％という数値の問題が関わってきますが，いかがでしょう
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か。 

○川濱会員 排他条件に限定すると，要するに20％のところでうまく説明できるような気も

します。ただ，繰り返しますけれども，並行実施の場合だったら20％以下のものであっても

問題があるかも分からないし，そんな場合には例えば４社で80％だけれども，下の方は15％

程度の寄与しかやっていない場合であっても，一律規制する必要がある場合もあるかも分から

ないなという気がします。この辺どんな，その辺の感触がどんなものか十分に検討していない

んですけれども，少なくともＥＵの撤回の可能性があるとされているような，シングルブラン

ディングなんかで撤回の可能性があるような場合というのは，30％や20％を割っていてもア

ウトにならないわけではないということになっている。 

 ただ，原則として20％のものが並行行為もないのに，あるいは並行行為があったからとい

って必ずしも販路が完全に無くなるわけじゃないから，一応20％の人は安心してもらっても

いいけれども，先ほど言ったような要件の場合だったら駄目ですよという程度の形にやると，

排他条件取引型のやつに関しては一応の目安になるのかなというのは，これは率直な私の感想

なんですけれども，ただ，これをブランド内競争制限型のやつにまで一律持っていっていいの

かどうかに関しては，前回も言いましたように，ブランド内競争制限の場合というのは極めて

差別化の程度が高いから，人によったらシングルブランドで市場画定できるような場合もある

んじゃないかというようなことを言うことも，成立するような余地があるような場合なので，

それが気になった点でございます。 

○原取引部長 現在の流通・取引慣行ガイドラインにおいて，いわゆるブランド内競争を制限

する行為でセーフ・ハーバーを設定しているものは，厳格な地域制限のみでございます。それ

以外に例えば地域外顧客への販売制限というものは，セーフ・ハーバーの対象にしておりませ

ん。また，仲間取引の禁止ですとか安売り業者への販売禁止というのも，いわゆるセーフ・ハ

ーバーを設定していない行為でございます。したがいまして，一つの議論の仕方としては今の

厳格な地域的制限についてセーフ・ハーバーの水準をどうするのか，そこが決まった後に，そ

れと同じ基準を例えばほかのいわゆるブランド内競争を制限する行為に適用していいのか，つ

まり，セーフ・ハーバーの対象範囲を拡大するのかという論点があります。流通・取引慣行ガ

イドラインの制定時も，市場閉鎖効果に着目した行為と価格維持効果に着目した行為で，基本

的には同じ基準にしております。そして，価格維持効果に着目した行為のうちセーフ・ハーバ

ーの対象行為を，厳格な地域制限に限定しているという形になっています。 

○川濱会員 今おっしゃったのは，ＥＵの場合でもハードコア制限の問題になってくる，仲間
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取引の制限というのは別に必然的流通性がないと思われるけれども，それをやること自身，選

択的流通制の許可なしには危険な行為だから，普通選択的流通制における行為だと考えられる

と，選択的流通制下において最小価格を制限することはハードコア制限になるし，選択的流通

制のもとで承認ディーラー間における仲間取引の制限というのは，これも直ちにハードコア制

限になるという形で考えると，元々セーフ・ハーバーの対象にならないどころか，一括適用除

外の適用を受けられないタイプの類型と考えられていたわけです。 

 というので考えたら，そこら辺のそれこそ世界的なグローバルスタンダードの問題を考えて

いくんだったら，ＥＵ域内の問題と極端にそれに進んで先を行くというのもおかしな話かも分

からないと，もちろんアメリカはＥＵと違うじゃないかと，だからアメリカの場合はその代わ

りセーフ・ハーバーがないんです。セーフ・ハーバーを作るとなったらそういう形になるのか

なという気もするんですけれども，ただ，一つ気になるのは，確かに事業者が，自分のやって

いることが違法か違法でないかということが分からないというのは，大変困るのは確かなんで，

ＥＵの場合は一括適用除外の制度があるから，要するにすぐには手を出されないというのが分

かってくるところがあるんだけれども，日本の場合だったらこれはＥＵほど規制的でないから，

要するにＥＵの場合は非常に規制が隅々まで行き渡っているがゆえに，ある意味で法的安定性

がかえってあると，だけど，日本の場合は原則としてフリーなので，ＥＵ機能条約第101条第

１項ほど介入の閾値も低くないということからかえって分かりにくいところがあると，何かそ

れはパラドクシカルな問題なんですけれども，そちらの方に問題をみていくと論点は出るかも

分かりませんけれども，事前相談制なんかに対する使いやすさの問題とかなんかの問題に関わ

ってくるのかなという気もするんですけれども，そのときに余り事業者が分かっているデータ

だけをもとにして，他の事業者，競争者のことは分からんというふうになったら，これだけの

情報だったら直ちにゴーと言えませんねという形になって，追加的にいいよという場合には事

前相談を撤回してから入りますということになったら，最低限の法的な安定性はあるのかなと

いう気もします。先ほど言いましたセーフ・ハーバーをどう作るかの問題，要するに一律手を

出しませんという基準にやってしまうと，それはいわゆる消極過誤の問題があるんで，それの

問題を考えていくとちょっとどうかなというところもあるという気がいたしますけれども。 

○土井座長 いかがでしょうか。 

○滝澤会員 川濱先生のお話の繰り返しになってしまうかもしれませんが，御指摘のあった厳

格な地域制限だけはセーフ・ハーバーの設けられた行為類型中で異色ですので，それについて

同じように引上げを行ってよいのかについては，川濱先生がおっしゃるように根拠が見出しづ
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らいようにも思われます。 

 そもそも厳格な地域制限については，セーフ・ハーバーを無くしてしまうというのも一つ考

え方としてあり得るように思います。理由としては，同じ弊害をもたらす他の行為類型にセー

フ・ハーバーが設けられていないことが挙げられます。つまり市場閉鎖型のものだけ一律に整

合的にセーフ・ハーバーを上げる，逆に競争停止・回避型については，一律にセーフ・ハーバ

ーを付けないというのも一つの考え方としてあり得るかと。そうすると渡邉先生の先ほどの問

題提起にも一定程度答えられるような気もいたします。 

○丸山（雅）会員 厳格な地域制限というのが認められないということだったら，テリトリー

制というのは実施できないんじゃないですかね。 

○滝澤会員 いや，それはセーフ・ハーバーを無くすだけでして，そもそも当該行為を行うの

は自由だというのが原則ですので。つまり，主体に関するセーフ・ハーバーを無くしてしまう

けれども，商品の価格が維持されるおそれがある場合にしか規制されないので問題ないのでは

ないかと。逆に言いますと，厳格な地域制限にセーフ・ハーバーがあって，地域外顧客への販

売制限にセーフ・ハーバーがないという区別について説得的に説明できるのかというと，やや

難しいような気がしまして。無くしてしまう方がすっきりするようにも思います。 

○丸山（雅）会員 法律的な面での専門家ではないので，その微妙な差というのはよく分から

ないんですけれども，ＥＵの能動的販売の制限と受動的販売の制限というのが，ちょうど一つ

の参考になるのかなと思うんです。能動的販売の制限，つまり，他のテリトリーまで能動的に

販売を仕掛けていくことを制限できないとテリトリー制の意味が無くなるので，ＥＵの場合に

はその制限はオーケーという形となっていて，厳格な地域制限というのはそういう意味合いを

持っているんじゃないかと思います。それに対して地域外の顧客への販売というのは，能動

的・受動的の両方の意味が入っていると思うんですけれども，その両方が入っているがゆえに

受動的販売の制限を認めてしまうことになるので，そこはセーフ・ハーバーから外すという，

そういう形で理解できるんじゃないかと思うんです。飽くまで法律的な面での専門家ではない

者の考えなのでですが。 

○川濱会員 いや，多分，今の先生のお話のとおりだと思うんですけれども，滝澤先生がおっ

しゃっているのは恐らく，これは結局セーフ・ハーバーの基準を超えたからといって悪いわけ

では全くないので，それどころかセーフ・ハーバーの基準を超えた能動的な販売禁止型の地域

制限というのは，世の中にごまんとあると，だから悪影響を持つのはそのうちでも厳に限られ

た場合で，価格維持効果を持つというのはそれは非常に限定されたものなんだから，無くして
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も価格維持効果の効果さえはっきり分かっているんであれば問題はないという，他方，価格維

持効果に関しては悪評もあって，いつ価格維持効果があると言われるか分からないじゃないか

という事業者の側の意見もあって，多分ここの研究会の見直しで価格維持効果に関してかなり

これから４月以降，経済学の先生方の話も聞きながらリファインしていくんだろうと思うんで

すけれども，それができるまで待てと言うわけにもいかんと，となったら要するにセーフ・ハ

ーバーがあった方が，明らかに安全ラインがあるということが分かった方がいいというのと二

つに分かれてくるんだと思う。 

 ただ，今のセーフ・ハーバーは幾ら何でも10％やったら安心できない事業者も多いけれど

も，結局やっているじゃないかとなったら，いっそのことセーフ・ハーバーを作ろうと思って

いる，作って数値を考える方がおかしいんだという形でのアプローチもあるのかというのが滝

澤先生の，私はそこまで割り切るかどうか，少し保守的なもので，数字基準があった方が事業

者は安心，セーフ・ハーバーがあった方が安心できるんではないかなという気はするんですけ

れども，ただ，先ほどおっしゃったとおりハードコア制限型のやつにセーフ・ハーバーを持っ

てくると作り得ないところもあるし，また，ブランド内制限の場合にはセーフ・ハーバーをど

の筋に持っていくかというのは，先ほど言ったとおり市場画定の難しさの問題が厳に出てくる

んで，保守的だから残したいとは思いながらも，滝澤先生がおっしゃるのもそれは突き詰めて

考えるとそうなるんかなという気もすると，どっちつかずの見解で申し訳ないんですけれども。 

○丸山（雅）会員 インターネットを通じた広告とか販売が進むにつれて，マーケットセグメ

ンテーションがすごく広がっているんです。地理的なセグメンテーションだけじゃなくて人的，

時間的な様々な面でＥコマースの進展に伴って流通・取引慣行ガイドラインを見直さないとい

けないという時に，今後の課題として，滝澤先生がおっしゃったような部分も含めて，ここに

一つのポイントがあるんじゃないかなと思うんです。 

○川濱会員 正にそのとおりだと，積極販売と消極販売をどう定義するかというのは，法律で

もすごくＥＵでも悩んでいる問題で，その問題が一番先鋭になっているのが，今おっしゃった

インターネット販売のときにどの水準から積極販売で消極販売なのかという，正にそれで時に

は地域だけじゃなくて顧客の，正に顧客分割も地域分割の中に，先ほど言った知財ガイドライ

ンも，それから垂直的制限のガイドラインでも一緒に考えているわけですけれども，そういっ

た問題とリンクしてすごく難しい問題になるというのはよく分かりますけれども，そこの時に

ある程度の安全弁を数値基準であった方がいいのかどうかというところなんだろうなと，ただ，

そのときにどこまで上げるかというのが少し悩ましいなと。 
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○土井座長 いろいろな論点が入っていいますが，いかがでしょうか。この内容では製品の性

格，順位，シェア，の三つが含まれています。製品の性格からみると，生産財も消費財も同じ

という形になっているわけです。二つの財の間で違いを設けるべきという意見も考えられる。

ケーススタディーというかケーススペシフィックな分析を重視する経済学から考えると，同じ

対応をすることは問題がある。しかし一方では，政府に大きな執行，コスト企業の方にもトラ

ンザクションコストも掛かるなど，取引に伴うコストをどのように考慮するかを考えていかな

ければならないかもしれません。 

○丸山（雅）会員 だから競争政策の観点からプラス・マイナスの両面を考慮してというとき

には，生産財と消費財でかなり考え方が変わってくる可能性があると思うんです。ところが，

セーフ・ハーバーはそういう考慮をせずにセーフにするわけですから，その部分に関しては，

競争に与える影響が軽微であるという基準でもって認定するのがふさわしいんじゃないかと。 

○土井座長 最小公倍数的に考えるということでしょうか。 

○丸山（雅）会員 セーフ・ハーバーの水準が，ケース・バイ・ケースでばらばらになってい

たら，状況が変化してくると，またばらばらに変更していかないといけないということになっ

てしまう。ガイドラインの内容が毎年毎年改定されていくというのは好ましくないし，違法性

についての予見可能性の面でも，ビジネスのゲームのルールがそんなに頻繁に変わっていった

らビジネスに支障を来すということにもなるので，ルールの安定性を保証する意味でそろえる

という意味である程度はそろえるということが必要かなというふうにも思うんです。 

○中尾会員 事業者の立場で言うと，数値の基準を何らかの形で置いていただくというのが非

常にありがたいというのがあります。丸山先生がおっしゃるように，多分20％以下であれば

というそういう基準と，プラス30％以下でも，合併のガイドラインに書いてあるような書き

振りで全てが別に丸になるわけではないですけれども，通常一般的な市場であれば問題になる

ことは少ないみたいなそういう書き振りをしていただくだけでも，大分受け取り方は変わって

くるのかなというところはあると思います。 

○土井座長 ほかいかがでしょうか。 

○川濱会員 今のお話を聞いて，セーフ・ハーバーの書き方の問題とも関わってきますよね。

要するに完璧にバリアのように書く場合と，そうでなくて例外的利用があった場合には違いま

すという形に書くのとの違いです。そこで先ほども，気になったのは，法的明確性というか，

事業者の意図というのは安定性から考えると，例外的事情がある場合に関して入ってくるとき

には一応ノックしてから入ってきてくださいねという形の，ＥＵのガイドラインは一括適用除
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外の場合に一括適用除外を撤回する場合というのは，将来についての規制ですよね。だから比

較的安心してやっていけるんだけれども，そのような仕組みとしては結局事前相談との併用と

いう形にならざるを得ないんだろうなと思います。法的な安定性を優先するとそうなるのだと

考えるんだったら。 

 そうでない限りは，セーフ・ハーバーを高い数字にすると，結果として反競争効果がある場

合というのが補足できなくなるかもしれません。基本的に他の競争相手の動向をみないと競争

分析ができないわけなんで，それを見てくると他の競争者がどのような慣行をとっているかに

よって異同が生じます。そうすると同種慣行をとっているかどうかというデータ無しには我々

は反競争効果分析ができない。書き方としては，他の事業者の同等の慣行があった場合に，こ

のような効果がある場合は除くという形で書いて，当面他の事業者のことを知らないんだから，

それを考察しない限りは問題ないという限定された判断を下すというのも一つ方向性としては

あるのかも分かりません。他方，公取委が追加で情報をみて，他の事業者がやっており，かつ

悪影響があるならば，事前相談を撤回して入っていきますという形にしていくと，法的安定性

とそれから過小規制の問題点も最小限に抑えられるんじゃないかなという気がするんですけれ

どもどうでしょうか。これは事業者にとってどのように受け止められるでしょうか。私の提案

というのは全く学者の空論で，そんなことをされたら困るのかもしれません。いずれにしろた

だし書を入れた瞬間に，今のガイドラインが持っている非常に謙抑的な法執行からちょっと緩

めた瞬間に，いつ規制されるか分からんというような状況は残っていくんだということになる

のかなという。 

○土井座長 あるいは「ガイドラインのガイドライン」が要るというような。 

○武田会員 今，川濱先生がおっしゃったこと（手続的問題）は，ヨーロッパでそういうこと

があったなと思い出したのですけれども，ＥＵ機能条約第101条第３項の一括適用除外規則の

もとは，個別適用除外という第101条第３項なんですけれども，そこでいつ適用除外が与えら

れるか，いつ規制されるか分からないということで，コンフォートレターといって，事前相談

というか，事前に認められるか認められないかお伺いを委員会に出して，それで事業者側に，

一定の法的安定性，明確性を与えるいう手続がありました。数字だけで10とか20とか30，そ

ういう切り方だけでは綻びが出るわけで，先生が今おっしゃいましたけれども，事前相談の手

続，手続的な手当てと，事業者の方への法的安定性の付与は一体として考えなければならない

というふうに思いました。先生がおっしゃったことは，ヨーロッパの経験からも裏付けられる

ということであります。 
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○渡邉会員 ＥＵで個別適用除外制度を採っていて，結局委員会自体が回らなくなり，自分た

ちで判断する制度になったわけです。そうすると事前相談制度を拡充すると，公正取引委員会

自体が回らなくなるのではないでしょうか。 

○武田会員 その通りです。なお，そこの点ですけれども，日本では公正取引委員会だけが不

公正な取引方法を，審査・規制するということですが，ヨーロッパはなぜ一括適用除外を広げ

たり狭めたりという話になったかというと，近代化ということで今まで集権的にＥＵの委員会

がやっていたものを，加盟国の競争当局にまで分権化で広げたわけです。そこの統一性をとる

ということもあって，一括適用除外の規則の基準を調整したというようなことも背景にあるの

ではないでしょうか。分権的に競争法を執行している体制と集権的に執行している体制とでは，

制度の設計というものが違うということもあり得るんじゃないかなと，一般的に注意が必要で

はないかと思います。 

○川濱会員 一括適用除外をしている代わりになっているけれども，その後，先ほど言ったと

おり撤回の制度が入っているというのは，過小規制になったらいかんから適用除外の中で，先

ほど言いましたように累積的効果の分というのは，基本的には撤回するときのための基準なん

で，一般には他の事業者のことを分からずにやってもいいけれども，しかし，問題があった場

合には競争総局は，撤回した上で入っていくということになっているという形になっている。 

 ただ，これは立て付け的にはちょっと難しい。一括適用除外の制度があるからそういう介入

方式になるけれども，それがない日本で安定的なシステムを作るのは難しいから，先ほど申し

たように事前相談を，気になるんだったら事前相談で，取りあえず一応のセーフ・ハーバーな

んだということの確証を得てやっていくというようなものを作って，もう少し，元々流通・取

引慣行ガイドラインから事前相談の制度は入っているけれども，もう少しそれをシステマチッ

クに，かつ事前相談のときに深く考えないで与えられたデータからみたら，データだけでは直

ちに悪影響があるものとはいえませんというような形で，簡単に処理すればいいんではないか

なと，もしも事情が違ったとなったら，その事情が違ったことの追加的な事情の方を公取委が

立証して，悪影響も立証して入っていけばいいだけのことなんで，そういう形の制度というの

は，ただ，これはさっき言いましたというか単なる思い付きの域を出ませんので，もちろん実

務のほかの方々から御批判があればすぐに撤回しますので。 

○中村会員 今の川濱先生がおっしゃっていた事前相談は，公取委の中ではいろいろな事前相

談があると思うんですけれども，どちらかというとノーアクションレターみたいな，ある程度

確定的効果を与えるような内容と考えてよろしいんでしょうか。 
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○川濱会員 私のイメージは，当事者が言ったデータがあったときにそのデータだけでは，デ

ータを基礎とする限りは問題ありませんねと，ただ，追加的な事情，先ほど言った他の市場の

状況なんか分からんというのは公取委が立証して，かつ他のプレーヤーが，先ほどから何遍も

繰り返しますけれども，累積が程度が高いからといって直ちにアウトになるわけじゃなく，累

積が高くて悪影響がありそうだと思ったら公取委側の方が，その前の事前相談を撤回するかも

分からんという形で，一応のタイムラグを与えた上でという対応を考えていまして，その意味

では今，中村さんがおっしゃったとおり，ノーアクションレター等に非常に近いイメージで考

えております。 

○原取引部長 公正取引委員会で相談業務というのは，毎年1,000を超える件数を処理してい

ますが，その中で正式に事前相談制度という形で運用する場合には，文書で回答して，その後，

事情が異なった場合には，事前に通知をしてその回答を撤回することがあるというような制度

になっております。ただ，事前相談制度に基づく相談は極めて少なくて数年に１回程度で，そ

れ以外は事前相談制度ではない非公式の相談という形で回答しているという状況であります。 

 もちろん非公式の相談の場合であっても，制度的な担保ではありませんが，信義則上，問題

ないと公正取引委員会が回答して，事業者がその行為をやっている場合に，それを仮に問題に

する場合があるとすれば，相談に来たときの話とは違うとか，新たな事実が出てきたとかとい

うような事情が必要だろうと思います。また，そうした事情がある場合でも，すぐに摘発する

のではなくて改善を求めて，改善がなされない場合には事件として処理するということではな

いかと思います。 

○渡邉会員 事前相談は我々もよく利用しますが時間的にビジネスジャッジメントと，非公式

の事前相談で回答をもらうのというのは，結構タイムラグがあります。企業としては例えば来

週なりあるいは少なくとも再来週ぐらいまでには，一応めどを立てたいという場合があります。

他方，非公式事前相談であってもいろいろ資料を請求されて，それで結構時間が掛かることが

あり，使い勝手の問題があります。 

○石谷官房参事官 渡邉先生がおっしゃったように，かつてＥＵでは大量の照会がＥＵの競争

当局に寄せられて，事業者の方もいちいち必要な情報を出さなければいけなくて自分で評価が

できずに事業がやりにくいという状況にありました。そこで，事業者が自分で判断しやすいよ

うに何らかの基準，目安を示さなければいけない，セーフ・ハーバーを入れる必要があるとい

う議論になって，1999年に一括適用免除規則としてセーフ・ハーバーを導入したという経緯

があります。 
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○原取引部長 あと流通・取引慣行ガイドラインのセーフ・ハーバーの性格や意味が，現行の

ものになった理由としては，事業者側が自主的に判断しやすいようにするということで，もち

ろんセーフ・ハーバーの水準が，低いか高いかは別にしまして，自分で判断して大丈夫な水準

ないしは大丈夫な行為類型ということで，セーフ・ハーバーが設定されております。 

○土井座長 何か基準を考える前に，ほかのファクターとか順位についていかがでしょうか。

先ほど中尾会員の方から順位基準は廃止すべきだと，こういう話がある。そういう考え，ある

いはほかのファクターをどのように考慮するのかという問題について，いかがでしょうか。 

○川濱会員 20％基準で排除型の場合だったら５位以下というのは，先ほどおっしゃったと

おり「又は」であったら論理的にそのとおりになってくるし，それから並行実施で悪影響があ

る場合であっても５社目，６社目の因果的寄与は，それほどどの程度大きいのかということか

ら考えても，排除型の効果に関してはかなりリーズナブルなものなのかなという印象もあるん

ですけれども，もちろん４社で15％の因果的寄与がある場合があるんじゃないかというのは，

気にはなるところなんですけれども，一つの目安にはなるのかなと。15％で５位にするにせ

よ，累積的効果がある場合であっても，余りたくさんあったときの下位の末端の部分が与えて

いる因果効果は，そんなに大きくないというのはありそうだとしたら，「又は」で順位を入れ

ておくと，これは要するに順位が高いからアウトになるんじゃなくて，順位が低いからセーフ

になるという領域というのも，あっても悪くはないのかなという気もしたんですけれども。 

○土井座長 ほかはどうでしょうか。 

○中尾会員 「又は５位」というのは非常に分かりやすいですし，そういう考え方はあり得る

と思います。 

○土井座長 ほかはどうでしょうか。ほかのファクターについても，例えば経済学では，シェ

ア，集中度，製品の性格，そしてアドプション・レート（採用率）とよばれる，同じ行為類型

を並行して行う複数の企業の累積シェア，の四つがメインの要因として取り上げられ，これら

にプライオリティーを付けてツリー状に考えるという議論が時々あります。 

 何かどうでしょうか。特にもしなければ次の論点３，４の方に進みたいと思います。今のシ

ェアの数値基準と順位基準について皆さんの御意見をいただいたでしょうか。セーフ・ハーバ

ーを設定すべきかどうかという問題も含めての議論でありましたけれども，これは一番大きな

問題ですから，ある意味では論点３，４にもつながるところの問題でもあります。 

 それでは，３番目についていかがでしょうか。 

○滝澤会員 すみません，その前に１点，申し上げさせてください。もう御意見が出ていたか
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もしれませんが，第３部の総代理店のところに出てくるシェアについては，第１部・第２部の

ものと毛色が違うので，今議論されているセーフ・ハーバーと切り離して考えていいのではな

いかということを，確認として述べさせていただきます。 

 第３部で出てくる基準のうち，特に問題視する25％以上１位という数値について，この文

脈は内容的に企業結合と近い側面もあるように思われまして，それとも平仄が合いますので，

このままでもよいという感触を持っております。すみません，少々時間を取りまして。 

○土井座長 先ほどの適用の対象の行為類型について何か御議論お伺いできるでしょうか。少

し一部踏み込みましたけれども。 

○中尾会員 事業者としては，排除型のみならず価格維持のおそれというところに関しても，

セーフ・ハーバーの考え方や，何らかの基準などを入れていただきたいと思います。 

○土井座長 いかがでしょうか。 

○丸山（雅）会員 セーフ・ハーバーの行為類型を拡大するかどうかという話ですね。川濱先

生がおっしゃったように仲間取引の禁止については，別の基準からそれ自体として好ましくな

いというお話があったと思うんです。それとは違ってこれまでの違反事件をみていますと，再

販の実効性担保の手段として，仲間取引の禁止や，安売り販売の禁止，あるいは一店一帳合制

が用いられ，帳合制度というのは，卸売業者に小売業者の価格を監視する責任を負わせるとい

う形で，小売段階の価格維持の手段になり得る可能性，おそれが高いと思うんです。 

 だから価格維持のおそれのある可能性の高い仲間取引の禁止や帳合制にまで，セーフ・ハー

バーの範囲を広げる必要はないと思うんですが。 

○丸山（正）会員 私もほぼ同意見なんですけれども，例えば仲間取引の禁止というのは，イ

ンターネット取引，インターネット通販なんかに大きな影響を与える可能性があると。インタ

ーネット通販の価格比較サイトなどでは，ゲリラ的な小規模な小売店がかなり低価格販売をす

るわけですけれども，こういったところの取引を非常にしにくくなってしまうだろうと。イン

ターネット通販市場というのは基本的に商圏の制約を受けない，日本中が単一市場みたいなも

のですから，放っておけば寡占的市場になりやすい面があると。ところが，小売店にとってイ

ンターネット通販というのは，低コストで販売ができるような参入障壁が低かったり撤退障壁

が低かったりという面が，ある意味では寡占化を押し下げる要素があると思うんです。 

 そう考えたときに，小規模な小売店でも，どこかからか商品を仕入れてきて価格比較サイト

などを使って低価格で販売をできる，こういった参入が容易な状況を，電子商取引市場で担保

することというのは，例えばインターネット通販市場を公正な形で成長させるのに有意義なも
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のであろうと思いますし，こういった部分で価格維持的でない行為というのものに対してセー

フ・ハーバーの行為類型を広げるということはしない方が，結果的にはインターネット通販の

中で非常に大きな小売店が幅を利かせてしまって，それが例えばメーカーに対する価格支配力

を高めるようなそういった弊害を避けるという意味でも，有効なことなのではないかなという

ふうに思いました。 

○土井座長 ほかはいかがでしょうか。 

 中村会員は。 

○中村会員 私どもも，今，丸山先生がおっしゃっていただいたのと同様に，小売の立場とし

ては，余り厳格な地域制限でありますとか，地域外顧客への販売制限，あるいは帳合取引の義

務付けみたいなものが実施されることは，比較的価格制限につながるおそれはあるのかなとい

うことですので，余り広げるということについては，事業者としては賛成ではないということ

でございます。 

○土井座長 法律の方はいかがですか。 

○川濱会員 私もここの部分は，セーフ・ハーバーでこれからはセーフかアウトかというより

かは個別に，悪影響が出るのは常に悪影響が出るわけじゃないので，もちろんこの場合は競争

促進効果もある場合も十分に多いわけなのだから，悪影響が出ることの道筋ははっきりしてく

れと，現実に公取委がこれらの慣行を規制している事例というのは，かなり明らかに反競争効

果があった事例に限定されているわけだけれども，ただ，ガイドラインを見ただけでは分から

ないという部分があるから，そこの部分をもう少ししっかり各論の方で対処した方がいいので

はないかなと。 

○土井座長 その分からないというのはどういうことでしょうか。 

○川濱会員 要するにどんなときに価格維持効果があるのかというのは，価格維持効果の定義

如何によって異なります。こんな行為があれば常に価格維持の危険性があるんだと押さえると

いうのは，法律の用語で抽象的危険を持ち出さないと無理だということになります。要するに

価格維持の可能性があれば，いわゆる環境リスク分析における予防原則のように危険なタイプ

の行為規制するというのなら簡単ですが，過剰規制になります。価格維持効果，ガイドライン

の文言では価格が維持されるおそれとは，このような抽象的な危険というより，ある程度具体

性を持った危険が必要なのだと思われます。 

 公取委の規制例は，抽象的な単純な可能性ではなくて，現実に価格引上げ等がなされている

ことまで必要ないけれども，危険性が現に存在していることの具体的な評価に基づいています。
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それはかなり水準の高い市場分析を前提にしているように思いますが，ガイドラインを見たら

直ちに，事業者にとって自分たちがやっていることが価格維持効果があるかないかが分かるか

と言われると難しいと思います。ガイドラインでは五つの判断要素の総合考量となっています。

ブランド間競争の状況，ブランド内競争の状況，それから行為がブランド内競争になったとき

のインパクト，それから制限を受けているものの地位等々ということを，総合的に判断すると

なっているだけです。様々な行為類型毎に具体的にどのように総合的に判断されるのかという

ことはＥＵのガイドラインのように具体例に即して書かれていません。昔から価格維持効果に

対して，法学者の中でも見解が分かれています。公取委がやっている例からみると，割と水準

の高いことをやらないと悪影響が認知できていないんではないかという認識を持っている一方，

いや，何でも規制されてしまうからけしからんのだと言う人に分かれているという形です。こ

のように分かれること自身が要するに分かりにくいことの証左だと考えています。 

○中尾会員 去年３月に改正されたガイドラインの中で，価格が維持されるおそれがある場合

を明確にしていただいているというところがありまして，ガイドラインの28ページを読みま

すと，「『当該商品の価格が維持されるおそれがある場合』とは，非価格制限行為により流通

業者間の競争が妨げられ，流通業者がその意思で価格をある程度自由に左右し，当該商品の価

格を維持又は引き上げることができるような状態をもたらすおそれが生じる場合をい」うと，

そういうふうに書いてあるので，かなり自由に流通業者が値段を上げても売れるような状況に

なるというようなことが起こらないと，価格が維持されるおそれはないんだというふうな書き

振りになっていますので，そういう意味では，セーフ・ハーバーというかシェア基準とかとい

うのを入れたとしても余り違和感はないのかなと，私自身は思うんですけれども，その辺はい

かがですか。 

○川濱会員 これは企業結合の市場支配力とみるとそうなりますが，しかし，ここではおそれ

が問題となっています。要するにこれは市場支配力の言葉が書かれていて，市場支配力の定義

が書かれていますが，そのおそれと書いてある部分をどのようにみるかの問題です。公正競争

阻害性の中でも自由競争阻害性というのが，市場支配力に関する危険性で足りるという認識と

いうか学説に従ってそれをパラフレーズしただけです。これがあるかないかとこれを私に，こ

れでどんな場合におそれがあるのかと聞かれたら簡単に判断できないように思います。これは

そんなに分かりやすいんですか。 

○中尾会員 余りこういう状況になるのが想定できないなということはあると思うんです。そ

うであればよほど悪質性が高いような，直接価格を維持するだとか，こういう業者には売るな
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みたいなことを徹底するようなことがない限り，こんな状況はなかなか普通の商慣習の市場の

中では起こりにくいのかなと思っています。 

○川濱会員 説例を作ろうと思うと幾つかあって，再販の場合は極端だけれども，第二次粉ミ

ルク事件のような行為を考えましょう。あれは恐らくそれ自身ではないけれども，幾つかの一

店一帳合制とそれから払込み制の並行実施があったら，価格競争を圧迫する可能性があるとい

う判断になりそうです。４社並行実施をやっている場合だったら下位の事業者が行っている行

為も価格維持に寄与しているかもしれません。あの場合は首位企業のシェアが40％以上だっ

たからそれだけで十分に悪影響が出そうですが，あれが仮に20％レベルの企業が並行してみ

んな同じことをやっていたとしたら，ここにいうような悪影響は発生しそうです。それは今お

っしゃったような単純な悪性とかそういう形でみるものではなくて，実際市場の分析をしない

と分からないところがある。 

 あれは一店一帳合制やＳＣＥ事件の閉鎖的流通制などがなぜ価格維持効果を持つかというこ

とを理論的に説明するのは非常に難しいと思います。これまでの規制例は，関連する多様な事

実を詳細に認定してはいますが，当該慣行がどのようなメカニズム，理屈で悪影響をもたらし

ているのかについては，行間を補わなきゃ分からないような形になっているように思います。

だからこれはそうおっしゃるほど簡単な問題じゃなくて，簡単な問題というか，極端に悪い場

合に限定して読めばそうなるけれども，そうでない形の場合であってもそのようなケースだっ

たら恐らくこれには該当するけれども，かなり慎重な分析をしないと出てこないんではないか

なという印象になるんですけれども。 

○滝澤会員 同じようなことの繰り返しになるかもしれませんが，例えば販売方法に関する制

限において，非常にコストの掛かる販売方法を指示したような場合を考えますと，それが最終

消費について価格維持効果を持つということは十分考えられると思います。差別化された商品

について同様の効果が生ずるということになりますと，市場シェアと全く関係なく規制すべき

可能性が出てくると思います。そのように考えますと，セーフ・ハーバーの対象行為を拡大す

るというのは，やや慎重であっていいのかな，と思うところです。 

 丸山先生に御指摘いただいた資料５に挙げられた過去の事例などを見ましても，20％未満

で規制されている事例のうち拘束条件付取引で挙げられているものは，基本的には差別化され

た商品に係る事案が多いといえます。つまり，資料５からは，競争手段が不公正である場合か，

差別化された商品について何らかの行為が行われた場合には低いシェアでも規制されることが

あり得ることが分かります。よって，拡大には慎重であっていいのかな，と思うところです。 
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 更に中尾会員に御指摘いただいた点については，これから大幅見直しの検討が控えているわ

けですので，そこで，こういう行為は余り問題ないのではないかということがあれば，もう一

度御意見をいただいて生かしていければと考えるところです。 

○武田会員 １点だけすみません。 

 累積的効果ということで，競争者が同じような行為を行っていればどうなんだという問題が

ここで出ていますけれども，もう一つ，問題があるのではないでしょうか。例えばセーフ・ハ

ーバーとして挙げられた三つの行為が，並行して同じ流通業者に行われているような場合とい

うのもあり得るのではないでしょうか。そして，垂直制限というのは多くの場合そういうふう

に複数の制限が課せられることがあると思います。例えばこの三つのセーフ・ハーバーが重畳

的に課せられると価格を維持するおそれが生じるような気がいたしますので，軽々にセーフ・

ハーバーを非価格制限に広く拡大していくということには，慎重であるべきじゃないかなとい

うのが，私の意見です。 

○土井座長 大体論点３のところは大ざっぱにはコンセンサスがあるような気がします。 

 そうしますと，最後の市場の考え方について御意見いただければと思いますが，いかがでし

ょうか。いろいろ御議論があるかと思いますが。 

○中村会員 一部，中尾委員の御意見方に寄るような意見なんですけれども，今，滝澤先生の

ところで差別化された商品という話が出ていまして，差別化された商品をどういうふうにみる

のかといいますと，差別化されているから代替性がないので市場性はあるというふうにみるの

か，あるいは市場は広くみるけれども，それは別の要素として差別化された商品としてみるの

かというのが，多分あるんだと思うんです。 

 差別化された商品についての競争制限行為について，まず競争に与える影響をどうみるのか

というところもあって，例えば事例の中でピエトロのドレッシングとかいろいろ例があると思

うんですけれども，そういう事例は確かに，ドレッシングという市場でみたときにはそんなに

大きなシェアを持っているわけではないけれども，差別化されているということで消費者の支

持を得たと。そういうときに後発の企業がそういう差別化された商品を出すというのは，競争

促進的な効果があると思うので，そういうものについては競争制限の問題を問わないという考

え方もあってもいいのかなという部分も，競争促進という観点からはあるんですけれども，そ

の辺りはどういうふうに考えたらいいんでしょうか。 

○川濱会員 また市場画定の難しいところで，おっしゃったとおり新たなカテゴリーを作った

場合やったら新たなカテゴリーが市場じゃないかということになります。しかし，そんなとき
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で新たなカテゴリーを導入するためには，流通業者とメーカーとが協力関係を持って事に当た

らなきゃいけないんだから，そんなときにがちゃがちゃ言ってどうするんだという問題は当然

出てくるのだろうと思います。だからそれが市場画定の難しさだと，もとの市場の方から考え

たらそれは競争促進的効果が大きいという形になるし，それだったら元々シェアを伝統市場を

基本に考えていくと，そういったカテゴリーを新たに作っていくような商品というのはシェア

自身が低くなるし，従来しかし公取委の事前相談の運用を見る限りは，広めの市場をとって中

で差別化された部分のシェアをみていくというケースがあったように思います。新しい商品開

発をやった場合であっても従来の市場をみた上でのシェアでカテゴリーをとっているんで，そ

れでいくとここの部分は，こんなことを言うと公取委の人に怒られるかも分かりませんけれど

も，余りがちがちにＳＳＮＩＰみたいなことを適用するわけではなくて，大まかに代替性が何

らかの形で存在している部分で市場をくくって，これは社会通念上市場と認識される程度の商

品カテゴリーをくくって，その後で差別化されて特殊な扱いをする場合には，そこの特性に基

づいて新たなフォーカスを与えるという形になっているんではないかなという印象を受けます。 

 だから20％程度のシェアであってもブランド内競争の制限がある程度成熟，先ほどの場合

は正にカテゴリーを新たに作ったような商品だけれども，それがもう成熟化してある程度ライ

バルも出てきたけれども，そこで停滞，そこで完全に価格競争を抑制するような行為をとった

ら問題が出てくるということになってくるので，そのときには市場をそこで狭くとるというよ

りかは，狭い市場の中において競合関係が乏しいという形で，ここのセグメントで反競争的な

行為をやると，ブランド内競争を著しく減少させるような行為をすると，価格維持効果が生ま

れるというようなタイプの執行方法になっているんだろうと，だとすると先ほどおっしゃった

とおり，これは余り学者がごちゃごちゃ言うようなことではなくて，むしろここに書いてあっ

たような機能・効用の同等性，地理的条件の同等性，競争関係を強調するのがいいのかどうか

若干疑問はないわけじゃないですけれども，それで社会通念上一つの取引のことを考えられる

ものがあったらそれが市場だと考えて，だからそういうものだから，余りここでセーフ・ハー

バーをブランド内競争の制限にがちがちに狭くとってしまうと，取り返しのつかないことにな

ってしまうという形になるんかなという印象もあるんですけれども。 

○土井座長 ほかの方はいかがでしょうか。 

○丸山（雅）会員 セーフ・ハーバーにしても市場シェアがベースになる。その市場シェアの

元になる市場の画定は，曖昧にはできない部分だと思います。ＳＳＮＩＰテストという方法に

ついていろいろの文献を調べてみましたけれども，理論的にこれでいいのかなと思うんです。 
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 ＳＳＮＩＰテストの考え方は1950年代からあり，いろいろな人が言及してきて，82年の米

国司法省水平合併ガイドラインで採用されることになったんですが，それまでに30年ぐらい

掛かっているわけです。その後も本当にこの方法でいいのかどうかは理論的に確定しているわ

けではないようです。 

 しかし，そういう一つのやり方は提示されているので，そのやり方でもって統一的にシェア

をみていくという考え方が世に流布しているならば，その見方に立って判断すればこういうふ

うになりますよというのは，参考になると思います。それだけによるというのはどうも気にな

るんですが，あくまで市場画定の一つの参考にしてもいいんじゃないかなと。理論的なベース

で疑問があると言いながら，それを参考にしてもよいという，何か矛盾することを言っている

ようなんですが。 

○川濱会員 私も同じ感想です。個人的な話ですが，ＳＳＮＩＰに対してはそもそもは基本的

に批判的な立場だったはずなのに最近私は，一般に擁護者と思われているところがあります。

批判点は数多くあります。カレントプライスと考えるのか，それともあるべき競争水準を考え

るのか，あるべき競争水準も例えば寡占市場だったら寡占的な非協力均衡の水準をベースライ

ンにそれを考えるのか，あるいはもっと競争的な価格水準を考えるのかという形で議論が分か

れていきます。理論家たちの中にはいろいろ洗練された主張はありますが，利用例ではかなり

いい加減な場合も多い。それから，利潤最大化行動をとった場合に５％を超えていると考える

のか，５％に上げた場合であっても利益が上がると考えるのかによって結論が変わってくる。 

 要するにクリティカルロスで考えるのか，クリティカル弾力性で考えるのかの問題に直結し

ます。我が国のガイドラインはこの点については玉虫色でどちらでも解釈できるようになって

います。しかし，競争は，市場支配力が発生するような危険性がある場合で競争を行ったとき

に，そこで競争が無くなったら，我々が発生を止めたいと思う市場支配力の厳正な評価になる

ような場という程度だったら，これは全く何もないよりかはましやということでしょう。これ

を捨ててしまうと，市場画定が飽くまでも市場支配力分析の前提だという，寄りかかる指針が

無くなってくると。 

○丸山（雅）会員 土井先生はこの分野の専門ですから，どうですか。 

○土井座長 率直に申し上げて大丈夫かなという感じはしますね，ここのＳＳＮＩＰというの

は。 

○川濱会員 流通取引のように基本的な差別化された市場では，ＳＳＮＩＰを丁寧にやればや

るほど，ＳＳＮＩＰをやらなくても市場支配力の分析できるじゃないかとなってしまうと，こ
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のような弾力性を直接的に計測すればするほど他の競争者のデータが入ってくるから，そんな

んだったら市場画定する前に，当該企業が市場支配力を持っているかどうか分かるやないかと

いうパラドックスがあって，だからそれを字義どおりに捉えることに対してはすごく気持ちが

悪いけれども，じゃ，かといって需要の代替性がある場合に，どの程度の需要の代替性があっ

た場合に市場に入っていくかということを決めると，結局これと似たようなことを，これを言

い換えたところで捨てたところでこれらの問題に直面してしまうことがあるんで，結局堂々巡

りでこんなものなんだろうなと。 

○土井座長 競争政策に経済学を適応しないといけないことが強調されますが，お２人が指摘

されたように，大丈夫かなと率直に思います。 

○石谷官房参事官 活発な御議論をいただいているところではございますが，冒頭でも土井先

生から御案内しましたとおり本日は，東日本大震災から５年目を迎えます。つきましては震災

が発生した午後２時46分に黙禱を捧げたいと思います。 

 会員及び傍聴者の皆様におかれましては御起立をお願いしたいと思います。黙禱。 

（黙  禱） 

○石谷官房参事官 黙禱，終わります。御着席ください。 

○土井座長 それでは，あと残りしばらくありますので，引き続き市場の考え方を含めて，こ

の四つの今日の論点についていずれの問題についても議論をお願いいたします。結局もとの論

点１のところに戻ってくるのかもしれませんけれども。 

○滝澤会員 市場画定手法をガイドラインに書き込むかという点について一言申し上げます。

確かに何かをよりどころにしないとシェアも定められないので，参考にするのはあり得ると思

います。ただ，例えば企業結合ガイドラインに書き込んであっても，実際の事例では使わない

で判断しているものもある，例えばヤマダ電機の事例など小売業界の事例がそうです。したが

って，ＳＳＮＩＰを使わなくても，市場を大まかに判断できるのであるとすれば，不公正な取

引方法中心のガイドラインに書き込む必要まではないかもしれないという感想を持つところで

す。 

○川濱会員 その意見に私も賛成なんですけれども，不公正な取引方法の場合に企業結合ガイ

ドラインのような厳密な市場画定がそもそも必要であるかどうかをみるという議論があって，

公正取引委員会は，一応取引の場は画定されていますけれども，必ずしも常に企業結合ガイド

ラインというのが市場画定をやっているわけじゃなく，事件処理をした，現に事件処理が行わ

れているということから考えても，ここはある意味では常識的な書き振りでとどめておいて，

－31－ 



具体的な悪影響があるかないか判断するときに，もう一度詳細にみていくという形でいいんで

はないかと，これは飽くまでもセーフ・ハーバーを使うときに考えられるものだとするならば，

その程度でもいいんではないかなという，ＳＳＮＩＰの効用も基本的に企業結合ガイドライン

の場合も，セーフ・ハーバーを使うためには市場が画定されないと使えないというところがあ

って，まずそこの入口の方だとしたら特に不公正な取引方法のときには，この程度でもいいの

かなという気もいたしますけれども。 

○土井座長 ほかいかがでしょうか。 

 そうしますと今日全て論点１から４まで。 

○丸山（雅）会員 事務局による論点の整理として，ＳＳＮＩＰテストを実際に運用したり，

ガイドラインの中でこういう形でシェア，市場を画定しますよということを，明確に出すのが

よいかということなのでしょうか。あるいは，今までの議論の中でシェアを測るのは大変です

よね，市場が融合化して流通の分野などでは市場の画定が難しいというお話があったので，だ

ったら例えばＳＳＮＩＰテストという考え方も使えるんじゃないかということでしょうか。論

点４についての質問の意図によって，川濱先生のおっしゃった回答，あるいは滝澤先生の話が

変わってくると思うんですけれども。 

○石谷官房参事官 前回の研究会で市場の考え方についてはいろいろ御議論がございましたの

で，今日の御議論の参考にするために書いたものでございますので，どちらかの立場を今推そ

うということで書いたわけではございません。 

○川濱会員 ただ，ＥＵのガイドラインを持ち出すと，ＥＵのガイドラインは基本的にＳＳＮ

ＩＰへの言及があるので，それにコミットするのかどうかは気になります。学者の中には不公

正な取引方法という２本立て自身がおかしいんだと言う人もいてるけれども，日本では２本立

てになっているんだったら，危険性のレビューのときには市場画定に関しては，もう少しソフ

トなアプローチでもいいんではないかというのもあるかと思います。ただ，それをやっていく

とさっき言ったとおりに，差別化された市場について本来もっと狭い市場画定がＳＳＮＩＰの

場合だったらあり得たのに，広いためにシェアが低いというようなこともあるから，ちょっと

いろいろと使用上の注意があるんだろうなというところなんだろうなという印象なんですけど

ね。 

 それとの関係でセーフ・ハーバーの問題ですけれども，先ほど丸山先生がおっしゃったよう

に，排除型の行為の場合の２割とかもうちょっと引上げというのは，ある程度設計可能なよう

な気もするんですけれども，ブランド内競争制限型の場合に拡張するかどうかになってくると
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ちょっと話が，拡張も含め視野に入れたら話が複雑になってくるし，あるいは現状のものを触

るにしてもどう触ればいいのかというのも，また難しい問題になってくるような気もするんで

すけれども，最初に渡邉会員がおっしゃったとおり，要するに競争回避型価格維持効果の部分

と排除型のもの，排除型で価格維持効果というのもあると思うんですけれども，現に今までの

例をみても，しかし，二つは筋道が違うので，その筋道の違いというのは，ひょっとしたらセ

ーフ・ハーバーに出てくるものかなという印象があります。 

○土井座長 ほかいかがでしょうか。 

 最初に戻ってセーフ・ハーバーそれ自身が必要かどうかというのも含めて。 

○川濱会員 セーフ・ハーバーは，事業者にとって必要性があるんだったら，そのサービスを

やめるというのはそれはかえっておかしいのではないでしょうか。理論的整合性のためにやめ

るというのは，それはそれで行き過ぎだろうと，他方，過小規制であっても困るし，また，明

確性も必要だという形でもう一回設計し直さなきゃいけないと，ある意味で全体の見直しの前

にセーフ・ハーバーを考えていること自身がすごい離れ技をやっているんで，それこそいきな

り個別のことをみないと出てこないことを，最初にある意味で当てずっぽうでやっているとこ

ろがないわけでもないんで，およそどのような行為類型であっても悪影響ないというようなこ

とを断言するのはすごく怖い。 

 だから先ほど中尾会員の御提案にあったようにただし書が必要になる。他方，ただし書入れ

たら入れた段階で，現在でいうなら作文が大きく変わってしまうのと，ただし書を入れるとか

えって不安定になるんじゃないかという問題も含めて難点があるんかなと，難点ばかり言って

いても仕方がないんですけれども。 

○丸山（雅）会員 セーフ・ハーバーは現存してるしているわけですから，それを無くすとい

うことになったらガイドラインの見直しの流れと逆行しているような感じがします。そもそも

昨年の３月の時点でガイドラインの見直しがなされたときに，垂直的な制限行為にはプラス面

とマイナス面があり，マイナス面ばかりじゃなくてプラス面も見て判断されるんですよという

ことを明確化しているわけですね。この点から，企業の側は垂直的制限行為の違法性の範囲が

狭まっているというように考えると思うんです。経済学者の観点からしたらそれはずっと主張

されてきた議論であって，垂直的取引制限にはプラスとマイナスの効果があるんだから，当然

違法という形の運用は限定すべきであるということ。さらに，セーフ・ハーバーを設けて，あ

る一定のシェアのところまでは自由な経済活動を認めていこうということ，垂直的取引制限に

よる効率性の拡大効果が社会的に認知されてきているということ，これらが議論の流れじゃな
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いかなと思います。セーフ・ハーバーをここで取りやめるということは，そうした議論の流れ

に逆行しているように思います。 

○川濱会員 それを前提にして，今の段階でセーフ・ハーバーに関する改善ができるとすると，

現在書かれているものに対する改善という形で，要するに全体に広げるかどうかというのは，

他の行為類型が分からないのにいきなり広くできないとなったら，現状書かれたもの，それか

ら対象も，書かれたものであっても書かれたものと類似のもの程度で，明らかにそのものに関

して基準を少し変えたり表現を変えるということは，あり得るのかなということなんです。 

 そうすると先ほど言った，排他条件付取引や競争品の取扱いの制限型のような行為類型に関

して，要するに市場閉鎖を問題にするようなタイプの行為類型に関して若干書き方を変えてい

くというのも，カテゴリーを広げるとともに水準も，事由に固執する必要はないのではないか

というのは，あるのかも分からないなというところですかね。 

○土井座長 大体意見は今日の会議で尽くされたでしょうか。 

 それでは，ここで本日の会議を終了したいと思います。 

 本日の会合の議事概要につきましては，事務局の方が作成いたしまして近日中に公表させて

いただきます。別途議事録を作成して，こちらについては皆さんに御確認の上，公表すること

にしたいと思いますのでよろしくお願いいたします。 

 最後に，次回の日程等について事務局の方から御説明をお願いいたします。 

○石谷官房参事官 セーフ・ハーバーの基準や要件等につきましては，前回会合と今回会合で

皆様から頂戴いたしました御意見を踏まえて，平成27年度中，つまり今月中に，公正取引委

員会としての結論を得ることとしております。会員の皆様におかれましては，貴重な御意見誠

にありがとうございました。 

 次回以降は，Ｅコマースの進展なども踏まえた流通・取引慣行の変化に関する競争政策の観

点からの評価と，これを踏まえたガイドラインの見直しの方向性に関する御議論をお願いする

予定です。 

 次回の会合については４月以降に開催することとしておりますが，改めて事務局から御連絡

し，できるだけ多数の会員が出席できる日に開催することとしたいと考えております。また，

開催案内等につきましては，改めて事務局の方から会員の皆様にお送りさせていただきたいと

思っております。 

○丸山（雅）会員 事前に日程の確認はされていますけれども，そんなに先までじゃなくても

いいんですが，次回の日程の確定ぐらいは，早めにしていただきたいんです。 

－34－ 



○土井座長 この点よろしくお願いいたします。 

 それでは，本日，非常にお忙しいところ御出席いただきましてどうもありがとうございまし

た。 

 これをもって第２回の研究会を終了したいと思います。どうもありがとうございました。お

疲れ様でした。 

午後２時５９分 閉会 

－35－ 


